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1. EU における銀行の ESG リスク管理の規制強化 

EU では、銀行の健全性規制枠組みに ESG リスクを組み込む動きが加速している。2024 年 7 月に発効した第

3 次自己資本要求規則（CRR3）および第 6 次自己資本要求指令（CRD6）では、バーゼル III 最終化の実

施に加え、EU 銀行の ESG リスク管理を強化するための広範なルールが導入された。これを受け、欧州銀行監督

機構（EBA）は 2025 年 1 月に、「銀行の ESG リスク管理に関する最終ガイドライン」を公表した。最終ガイドラ

インは、CRD6 の要請に基づき、ESG リスクの特定・測定・管理・監視に関する包括的な要件・期待を定めてい

る。具体的には、マテリアリティ評価の実施、データ収集体制の整備、3 種類の手法を活用した ESG リスクの評

価、リスク管理枠組みへの ESG リスクの統合、独自の移行計画の策定など、幅広い対応が求められる。こうした

規制強化を受け、対象となる EU 銀行には一定の規制対応コストが発生すると見込まれる。他方、本邦では、

金融機関の ESG リスク管理に関する包括的な規制上の指針は未整備の状況である。本邦金融機関は、先行

する EU の規制動向を踏まえ、ESG リスク管理態勢の整備・強化を進める必要があろう。 



 

2. 第 2 次トランプ政権における金融規制・監督の改革 

米国では、第 2 次トランプ政権の発足に伴い、金融規制・監督の改革が進みつつある。まず、金融当局の人事

の面では、2025 年 1 月に、連邦準備制度理事会（FRB）のマイケル・バー副議長（金融監督担当）が 2 月

末までに退任する意向を表明した。近年の銀行規制・監督の強化を主導してきた同氏の辞任により、特に今後

のバーゼル III 最終化の米国内実施の行方は一層不透明さを増すとみられる。次に、金融当局の政策の面で

は、米国証券取引委員会（SEC）が 1 月に、暗号資産の包括的かつ明確な規制枠組みの策定に向けた暗

号資産タスクフォースを設立した。これまで SEC は、暗号資産に慎重な姿勢を示すゲーリー・ゲンスラー元委員長

の下で、業界に対する積極的なエンフォースメントを推進してきた。しかし、同委員長が 1 月に退任したことを受

け、新体制の SEC はトランプ大統領の意向を反映し、暗号資産の推進を図る方向へ転じている。今後もこうした

米国の金融規制政策の変化が続くことが予想される中、とりわけ米国で事業を展開する金融機関は、規制変

更が自社に及ぼす影響を評価し、今後の規制対応戦略を慎重に検討することが求められるだろう。 

 

3. 2025 年の金融規制・監督の優先事項 

主要な海外金融当局の一部は、2025 年の金融規制・監督に関する優先事項を公表しつつある。その一例とし

て、金融安定理事会（FSB）は 1 月に、2025 年の作業計画と優先取組み領域を公表した。具体的には、ノ

ンバンク金融仲介機関（NBFI）の強靭性向上、デジタル化の利活用、気候変動金融リスクへの対応、破綻

処理改革などを重点的に進める方針である。また、各法域では、香港金融管理局（HKMA）や台湾金融監

督管理委員会（FSC）が 1 月に 2025 年の優先領域を公表したほか、英国健全性規制機構（PRA）は預

金取扱金融機関の監督に関する優先事項を示した CEO 宛書簡（Dear CEO レター）を発出した。金融機関

は、こうした国際的な金融規制・監督の方針を踏まえ、海外拠点における今後の対応策を検討することが求め

られよう。 

 

 

 



4. お問い合わせ先 

勝藤 史郎 

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社 

リスク管理戦略センター 

マネージングディレクター 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 3-2-3 丸の内二重橋ビルディング  

Tel: 03-6213-1300 Fax: 03-6213-1117 

 

リスク管理戦略センターの活動内容 
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